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「国民医療費」は、国民がその年
度内に、医療機関等での保険診
療の対象となり得る傷病の治療
に要した費用を推計したもの
で、2023年度の総額は48兆
915億円にのぼると報告されて
います（図）1）。
医療費は患者さんが窓口で負担
する料金だけではなく、保険料や
公費（税金）からも賄われていま
すが、その費用の増加は日本で
は深刻な問題です。

ジェネリック医薬品は、先発医薬品と主成分が同じで
あるため、同等の効果と安全性をもちながら、研究開発費に要する費用が
低く抑えられることから、先発医薬品に比べて薬価が安くなっています。

増加する国民医療費

ジェネリック医薬品の使用促進は、患者さんの医療費負担の軽減や医療
保険の財政状況を改善することにもつながります。
今後も医療の質を落とすことなく、国民皆保険制度を維持するためにも、
低価格なジェネリック医薬品への切り替えが求められています。
1） 厚生労働省：令和5（2023）年度 国民医療費の概況（令和7年10月10日） https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-
iryohi/23/dl/R05data.pdf （2025年11月閲覧）  2） 厚生労働省：医療費に関するデータの見える化について 保険者別の後発
医薬品の使用割合（令和7年3月診療分） https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/001584158.xlsx （2025年11月閲覧）

ジェネリック医薬品の使用促進で医療費を削減

●図：国民医療費の財源別内訳（2023年度）

*注：その他は、患者負担及び原因者負担（公害健康被害の
補償等に関する法律、健康被害救済制度による救済給付
及び自動車損害賠償責任保険による支払い分）である。

厚生労働省：令和5（2023）年度 国民医療費の概況（令和7年 
10月10日） https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-
iryohi/23/dl/R05data.pdf （2025年11月閲覧） をもとに作成
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総額：48兆915億円

わが国のジェネリック医薬品の使用割合＝89.3%2） （2025年3月診療分）

災害時においても重要な役割をもっています。自分自身を
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